
 

添付 2-1: プロジェクトの実績 

評価項目 必要な情報およびデータ 調査結果 
上位目標の達成 

プロジェクトにより開発さ

れた子どものためのコミ

ュニティ主体型 ASP の運

用モデルが、ネパール

の他の地域で適用され

る。 

 

DEO や NFEC によってプロジェク
トで開発されたコミュニティ主体
型ノンフォーマル教育プログラム
の運用モデルを導入した ASP ク
ラスが全国で 1000 校になる。 

・ NFEC により CASP モデルの普及への取り組みがいくつか行われているが、全国普及に向けての具体的な方
策、時期、規模の設定は不明であるため、上位目標の達成は不確実である。また、予算も確実に下りておらず、
NFEC 職員が普及に向けての計画、実施、モニタリングを行う能力も十分に育成しているとはいえない。ASP を
推進するうえで重要なアクターである地方開発省、郡開発委員会との連携も不十分である。 

・ これまでの NFEC 普及の取り組みとしては、2008 年度にシンドゥパルチョーク郡およびサルラヒ郡で計 25 の ASP
へCASPモデル（コミュニティ動員、マザースクールによるモニタリング、子供クラブ等）の普及を行ったが、オリエ
ンテーションの不足などから十分な成果を得ることができなかった。これについては、プロジェクトによる課題分
析が十分には行われていない。現在は、さらに 10 郡で実施するための予算申請を行っており、今後の計画とし
て、2010 年までには全国 75 郡での普及を計画中である。 

・ CASP が開発した、「ファシリテーター支援ハンドブック」は NFEC に適用され、全国 75 郡にすでに配布されてい
る。また、CASP モニタリング・フォーマットも NFEC の「モニタリング・ガイドライン」に適用された。 

・ 郡レベルにおいては、カトマンズ郡では、DEO の主導により、プロジェクトの対象地域でない５つのセンターに
対して、CASP モデルがすでに適用されている。 

・ UNESCO は 2008 年に ASP プログラムを開始する際に、CASP から情報収集を行い、CASP のマザースクールに
よるモニタリングシステム（ASPM）アプローチを活用している。 

プロジェクト目標の達成 

子どものためのコミュニ

ティ主体型 ASP の運用

モデルが開発される。 

 

パイロット活動を基に、カウンター
パートの主体的な参加による「子
どものためのノンフォーマル教育
プログラム運用ガイドライン」が開
発される。 

・ パイロット活動を基に、カウンターパートの主体的な参加による「ASP 運用ガイドライン」のドラフトが開発され、完
成に向け現在も作業が進んでおり、プロジェクト終了時までに目標は達成される見込みである。 

・ 2009 年２月には、CASP の経験からの政策提言ワークショップが２日間開催され、MOE、DOE、NFEC、DEO や
他ドナーを招いて、ガイドラインの内容が共有された。ただし、中間評価時に提言された、CASP 普及のための
NFEC のガイドライン普及の取り組みや、DEO のガイドライン活用の促進、他郡、他組織がガイドラインを活用し
てくれることへの働きかけなどが、まだ十分行われているとはいえない。終了に向けて、プロジェクトによって普
及に向けてのロードマップが提示される予定である。 

・ ガイドライン作成過程においては、NFEC、DEO、SS、RP、ASPM ファシリテーター等の各レベル関係者の意見が
反映され、またコミュニティの状況をよく知るパートナーNGO の働きもガイドラインの策定に大きく寄与した。 

・ さらに、NFEC がすでに CASP モデルの普及を行った２郡での教訓も、ガイドラインの内容に反映されている。以
上の結果、政策レベル、フィールドレベルともに有用なガイドラインが出来上がりつつある。 

 
 
 
 
 
 
 
 



 

評価項目 必要な情報およびデータ 調査結果 
成果の達成 
１．パイロット活動と「中
途退学児童復学支援プ
ログラム（PSDC）」を通じ
て、子どものためのノン
フォーマル教育プログラ
ム（ASP）の制度・組織が
強化される。 
 

1. プロジェクトで開発した ASP の
組織・制度の運営に関するチェッ
クリストに基づいて、強化体制の
整備度が 90％を超える。 
 

1. プロジェクトが作成した組織制度強化の指標によると、強化体制整備度は現時点で 88％に達しており、プロジ
ェクト終了時までには目標値である 90％を達成する見込みである。特に今後は、開発された CASP モデルの全国
普及に向けての組織制度強化に焦点が絞って計画されている。これまで特に強化された部分は以下のとおり。 
 
・NFEC、DEO、SS、RP 等の各レベルの関係者間における政策やプログラムにかかる情報共有 
・ASP および PSDC におけるプログラム実施計画の評価、改訂 
・マザースクールによるモニタリング 
・SS、RP、ファシリテーターの活用 
・教材配布の整備 
・広報用出版物の整備 
 
今後、終了に向けてさらに強化されるべき部分は以下のとおり。 
・中央レベルと郡レベルにて、各関係者間の連携 
・モニタリング制度とレポーティング体制の整備 
・NFEC と DEO のデータ分析力 
・NFECとDEOの計画、実施、モニタリング能力の向上 
 

２．パイロット活動の対象

地域で「短期的分校型

プログラム（SOP）」を修

了した子どもが、コミュニ

ティの動員と支援によっ

て正規教育にアクセスで

きるようになる。また、パ

イロット活動が対象とす

る「短縮型初等教育プロ

グラム（FSP）」に参加し

た子どもが、コミュニティ

の動員と支援によって正

規教育の小学校レベル

と同等の課程を修了す

る。 

2-1．（1）パイロット活動地で SOP
を終了した子どもたちの正規学
校への編入率が 75％に上がる。
2-1．（2）パイロット活動地で SOP
を終了した子どもたちの正規学
校４年生への編入率が 65％に上
がる 
2-1.（3）パイロット活動地で SOP
にくる子どもたちの平均の出席率
が 60％を維持する 
2-2.（1）パイロット活動地で３年間
で FSP を修了する子どもたちの
率が 75％に上がる。 
2-2.（2）パイロット活動地で FSP
にくる子どもたちの平均の出席率
が 60％を維持する。 
2-3．KAP（知識、態度、行動）ベ
ースライン調査で測った保護者
や対象コミュニティの、子どもの教
育に対する意識が向上する。 

2-1．SOP の成果の達成度 
・ ダディン郡とシラハ郡のパイロット活動地域の SOP において、３年まで在籍した児童はすべて正規学校に編入

している。ただし、編入試験の結果４年生に編入できた生徒は、ダディン郡では 66％であり、他の生徒たちは、
24％が３年生に、10％が２年生に編入している。目標値は達成している。 

・ 入学年時の人数から比較すると、３年次までの在籍率は、ダディン郡で 78％、シラハ郡で 82％となっており、退
学率がほほ 20％にのぼることがわかる。 

・ 出席率は３郡とも目標値 60％を満たしている。 
・ SOP の４年生への編入率について、支援を縮小したシラハ郡のほうがダディン郡より達成率が高く 100％である

ことについては、さらにプロジェクトによる分析が必要であろう。ただし、ローカルコンサルトによって収集された
別データによると、ダディン郡では、男子 97.83％、女子 87.88％、シラハ郡では、男子 95.24％、女子 81.25％
と、ダディンにおける編入率のほうが、シラハ郡より高くなっている。今後、終了時に向けて、他の収集データと
合わせて、クロスチェックによるデータの整備が求められる。 

 



 

評価項目 必要な情報およびデータ 調査結果 

３．子どものためのノンフ

ォーマル教育に携わる

様々な関係者間のネット

ワークが強化される。 

３．子どものためのノンフォーマル
教育に関わるコミュニティレベ
ル、郡レベル、中央レベルのネッ
トワーキング強化や利用の事例
が 10 ケース挙げられる。 

指標 目標値 Dhading Siraha Kathmandui 
出席率 60％ 87％ 87％ 74％ 
正規学校４学年への編入率 
（３年次まで在籍した生徒数からの比
較） 
 

65％ 66％ 
（73/111） 

100％ 
（80/80） 

N/A 

正規学校への編入率 
（３年次まで在籍した生徒数からの比
較） 

75％ 100％ 
（111/111）

100％ 
（80/80） 
 

N/A 

正規学校への編入率 
（１年次の在籍数からの比較） 

N/A 78％ 
（111/147）

82％ 
（80/103） 

N/A 

   *（）内は生徒の人数（情報源：RP によるモニタリング調査） 

   *カトマンズの編入率は 2009 年４月編入のため、データ分析中 
 

  2-2. FSP の成果の達成度 

 

指標 目標値 Dhading Siraha Kathmandu
３年次修了率 75％ 

 
62％ 
（69/111）

51％ 
（61/119）

N/A 

出席率 60％ 77％ 86％ 71％ 

*（）内は生徒の人数（情報源：RP によるモニタリング調査） 

*カトマンズは 2009 年４月終了のため、データ分析中 

 

・ パイロット活動地域での FSP の３年次修了率は、ダディン郡で、62％、シラハ郡で 51％と、多くの児童が退学し
ており、目標値（75％）には達成していない。これは、FSP に通う生徒たちの家庭の貧困、労働形態、人種、カー
ストなどが大きく影響しており、入学はしたものの、他地域での労働、結婚、移民などの事情により３年間を終了
する生徒が多い。目標値達成ができなかった理由については、プロジェクトによる更なる分析が求められる。 

・ 平均出席率は、ダディン郡で、77％、シラハ郡で 86％、カトマンズ郡で 71％となっており、目標値（60％）に達し
ている。しかし、センターごとで見てみると、平均値に達していないセンターもあるため、この点もプロジェクトによ
り分析が必要であろう。 

・ 以上の、成果２の SOP と FEP の達成率については、CASP のパイロット地域外のデータを収集し比較されてい
ないため、本プロジェクトによって、どれだけ出席率や編入率が改善されたかを分析することが難しい。 

 



 

評価項目 必要な情報およびデータ 調査結果 

  2-3. 保護者の変化 

KAP （Knowledge, Attitude and Practice）調査 

KAP 調査 Dhading Siraha 
ベースライン調査 47.01％ 66.28％ Knowledge 
エンドライン調査 84.68％ 85.40％ 
ベースライン調査 79.68％ 78.51％ Attitude 
エンドライン調査 95.57％ 89.42％ 
ベースライン調査 65.95％ 71.10％ Practice 
エンドライン調査 90.02％ 85.45％ 

 

・ KAP 調査のベースラインとエンドラインの比較によると、コミュニティ動員により、保護者の子どもの教育や権利に
対する知識、態度、行動の変化がでており、CASP モデルの有効性を示している。 

・ 知識の指標では、ダディン郡とシラハ郡の差はあまり見られないが、その他の態度および行動にかかる指標にお
いては、コミュニティ動員が行われたダディン郡の値が高くなっている。 

・ また、ダディン郡におけるコミュニティ動員前（ベースライン）と動員後（エンドライン）の知識の指標の伸び率は
かなり高くなっており、特に児童労働、障害児、幼児婚に関する知識を習得していることがわかる。ほぼすべて
の親や保護者たちが、子どもの教育、ジェンダー平等、育児、子どもを正規学校に送ることに前向きな態度をも
つようになったことは大きな変化である。家庭内で親と子どもたちが教育や進学について話し合うようになったこ
とがわかる。 

 

  3. ネットワーク強化の事例は以下のとおり９事例報告されているが、それぞれが、関係者を集めた１回ごとのワー
クショップやミーティングであり、モデル開発と普及のためのネットワーキングの醸成にはまだ十分とはいえない。
PDM の指標設定がイベントの回数となっていることにも問題はあるが、今後これらのイベントによって培われた
CASP モデル普及に向けての連携のフォローアップ、持続に向けての方策の提示が求められる 
  1）２～３年次にかけてPSDC実施マニュアル、PSDCトレーニングマニュアル、PSDCハンドブックをネットワークワ

ークショップの成果から開発 
  2）2006年６月開催のNFEC主催ASP連携ワークショップ 
  3）2006年６月、12月、EFAミッションでのASP改善のプレゼン 
  4）2006年８～９月、カトマンズ郡関係者のダディン郡スタディツアー 
  5）2006年12月、NFEネットワークの第一回ミーティング開催 
  6）2007年４月、ASP連携ワークショップ開催 
  7）2008年１月、NFEの子どもたちネットワークのためのベストプラクティス共有ワークショップ開催 
  8）2008年７月、EFAゴールに向けてのASP連携ワークショップ開催  
  9）2009年２月、ASPガイドラインと政策提言ワークショップ開催 



 

 
評価項目 必要な情報およびデータ 調査結果 

活動の達成 
1．組織・制度強化 
2．パイロット活動 
3．ネットワーキング 

1-1．現行の政府の行う子どもの
ためのノンフォーマル教育プログ
ラムの現状分析を行う。 
1-2．政府の行う子どものためのノ
ンフォーマル教育プログラムの改
善の戦略を立てる。 
1-3．パイロット活動の実施体制を
整える。 
1-4．組織強化・制度開発に関わ
るパイロット活動を実施する。 
1-5．「中途退学児童復学支援プ
ログラム」のプログラム開発を支援
する。 
1-6．パイロット活動から抽出でき
る、政府の行う子どものためのノ
ンフォーマル教育プログラムのプ
ログラムサイクル（計画、運営・モ
ニタリング、フィードバック）の各ス
テップに関する改善策、提言をま
とめる。 
 
2-1．コミュニティ活性化に関わる
パイロット活動の準備を行う。 
2-2．コミュニティ活性化に関わる
パイロット活動を実施する。 
 
3-1．NFEC が、類似活動を行う
関係者（政府関係者、ドナー、
NGO、INGO）を対象にノンフォー
マル教育のテーマごとのワークシ
ョップを開催する。 
3-2．プロジェクトの広報活動を行
う。 
 
 

1. 
1） NFEC が現行 ASP マニュアルの見直しを行う  
2) NFEC がシラハ、ダディン、カトマンズ郡 DEO に対し、ASP に関する課題特定のための組織強化・制度開発ワ

ークショップを実施する 
3) NFEC が ASP の制度運営の強化すべき事項に関するチェックリストを作成する 
4) NFEC とシラハ、ダディン、カトマンズ郡 DEO が、パイロット活動の運営監理のための「ワーキンググループ」を

結成する 
5) NFEC のテクニカル・チームと定期会合を行う 
6) NFEC のテクニカル・チームと郡レベルでのワーキンググループとの協議を通じてパイロット活動の運営管理

用マニュアルを作成する 
7) シラハ、ダディン、カトマンズ郡 DEO が対象 VDC を選定する 
8) テクニカル・チームおよびにワーキンググループが中心になり、パイロット活動地のドロップアウト児童の現状

調査を実施する 
9) テクニカル・チームおよびにワーキンググループが中心になり、パイロット活動地の ASP の現状調査（ベースラ

イン調査）を実施する 
10) ASP 実施の地区選択、また、ファシリテーターの選択方法の見直しを行う 
11) ASP 実施の地区選択の選択を行う 
12) パートナーNGO/CBO を選定する 
13) NFEC がシラハ、ダディン、カトマンズ郡 DEO、対象 VDC、コミュニティ、選定した NGO/CBO、正規教育関係

者に対するオリエンテーションを実施する 
14) NFEC が現行 TOT の見直しを行う 
15) NFEC が現行 TOT の改善の方法としてファシリテーターサポートシステムを考案し、パイロット活動で取り入れ

ることを検討する 
16) マザースクールベース・モニタリング・システムを考案し、パイロット活動ベースでモニタリング体制を強化する

検討をする 
17) シラハ、ダディン、カトマンズ郡で、ワーキンググループ主導によるパイロット活動に関する月例会議を実施す

る 
18) ダディン、カトマンズ郡 DEO が、モニタリングと ASP 教室の試験結果に関する情報管理を整備する 
19) ワーキンググループが中心になり、パイロット活動地の終了時調査を実施する 
20) NFEC/DEO を対象に組織強化・制度開発の進展を測るワークショップを実施する 
21) ワーキンググループが中心になり、関係者と協力しながら、パイロット活動から抽出できる ASP のプログラムサ

イクル（計画、運営・モニタリング、フィードバック）の各ステップに関する改善策・提言をまとめる 
22) 「パイロット活動運営管理マニュアル」から「コミュニティ主体型の子どものためのノンフォーマル教育ガイドライ

ン（ガイドブック）」を作成する 
23) プロジェクトのプロセスモニタリングシートを更新させ、半期報告書、年度末報告書を作成する 
24) ドロップアウト児童プログラムの開発を支援する 
 



 

評価項目 必要な情報およびデータ 調査結果 
  2. 

1）選定された NGO/CBO と協力して、対象コミュニティに対するオリエンテーションを実施する 
2）ASP（SOP と FSP）実施前に、対象コミュニティ、保護者、子どもを対象にしたノンフォーマル教育の知識・態度・
行動に関する調査（KAP 調査ーベースライン調査）を実施する 
3）SOP 対象地区でノンフォーマル教室運営委員会を設置する 
4）SOP 対象地区でコミュニテイ活性化および参画を促す活動を行う 
5）対象地区で SOP を実施する 
6）FSP 対象地区でノンフォーマル教室運営委員会を設置する 
7）FSP 対象地区でコミュニテイ活性化および参画を促す活動を行う 
8）対象地区で FSP を実施する 
9）テクニカルチームおよびにワーキンググループが中心になり、それぞれの郡で選定した NGO によるパイロット活
動の報告を基に、コミュニティ主体型の ASP 運営に関する改善策・提言をまとめる 
10）ASP（SOP と FSP）実施後に、対象コミュニティ、保護者、子どもを対象にしたノンフォーマル教育の知識・態度・
行動に関する調査（KAP 調査ーエンドライン調査）を実施する 
 
3. 
1）NFEC が、類似活動を行う関係者（ドナーや NGO、国際 NGO）を対象に NFE のテーマごとのワークショップを開
催する 
2）ワーキンググループが、パイロット活動から抽出できる、現場レベルの ASP の関係者間のネットワーク強化策・提
言をまとめる 
3）シラハ、ダディン、カトマンズ郡 DEO が、IEC（information/education/communication）マテリアルの開発によって
各郡の ASP の情報発信を行う 
4）近郊郡へのスタディツアーを企画し、子どものためのノンフォーマル教育の現状･好例を視察する 
5）技術交換研修を行い、第三国における子どものためのノンフォーマル教育の現状を視察する 
6）NFEC が、ASP についての年刊を作成する 
7）プロジェクトの広報活動を行う 
8）シラハとダディン郡 DEO が NFEC と協力して、近隣郡を対象にパイロット活動の共有ワークショップを開催する 
9）中央レベルで郡教育事務所長を対象にパイロット活動の共有ワークショップを開催する 
10）ワーキンググループが、「コミュニティ主体型の子どものためのノンフォーマル教育運用ガイドライン（ガイドブッ
ク）」に関するワークショップを近隣郡対象と中央レベルで開催する 

投入実績 
日本側の投入 
 
 
 
 
 
 

 （１）専門家派遣 
８分野に11 人の専門家（総括／教育計画、情報・教育・コミュニケーション、モニタリング評価、組織制度強化、コミ
ュニティ開発、社会状況調査、調整、ワークショップ支援）が、計 188.33M/M 派遣された。派遣専門家のリストは付
属資料１の ANNEX 5-1 を参照。 
 
 
 



 

評価項目 必要な情報およびデータ 調査結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）機材供与 
プロジェクト事務所用のコンピュータ、プリンター、コピー機、ファクス、スキャン、机、キャビネット、デジタルカメラ等
が供与された。また、NFEC, DEO 事務所へバイク、プロジェクター、コンピュータ、プリンター、机、椅子など、RC
に机、椅子、キャビネットボード、コピー機などが供与された。機材供与リストは付属資料１の ANNEX5-2 を参照。 
 
（３）現地活動費 
現地活動費の年次ごとの内訳は以下のとおり。 
 
機材 

 

 

 

その他 

 

 

 

 

 
 
（４）カウンターパート研修 
19 人のカウンターパートが本邦研修へ、27 人のカウンターパートが第三国研修に参加した。 
 

ネパール側の投入 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （１）カウンターパートの配置 
プロジェクト実施期間を通して、中央の NFEC に計 32 人、MOE に計６人、DEO に計６人、郡の DEO に、ダディン
郡計 20 人、カトマンズ郡計 25 人、シラハ郡計 17 人が、カウンターパートとして任命された。プロジェクト運営を行う
NFEC の技官チーム（TTM）のメンバーは、NFEC 所長、次官、各セクションオフィサーからなる。 
 
（２）施設等の提供 
プロジェクトに必要な施設として、NFEC より近隣にプロジェクト事務所が提供されている。 

 
（３）現地活動費 
 

 

第1年次 第2年次 第3年次 第4年次 第5年次 第6年次 第7年次（契約金）
一般業務費(研修・管理以外) 3,907,000 9,958,000 7,718,000 16,545,000 15622000 14618000 11397000

工事費 65,000 0 169,000 0 0 0 0

報告書作成費（印刷製本費） 138000

報告書作成費（印刷製本費を除く） 34000

ローカルコンサルタントNGO契約 3,421,000 1,007,000 0 757000 154000 2429000

ローカルコンサルタントNGO契約 1,027,000 133,000 1,601,000 1395000 2185000

ローカルコンサルタントNGO契約 0 1,729,000 523,000 819000 1671000
ローカルコンサルタントNGO契約 0 75,000 0 0 535000
計 3,972,000 14,406,000 10,831,000 18,669,000 18,593,000 19,163,000 13,998,000

第1年次 第2年次 第3年次 第4年次 第5年次 第6年次 第7年次（契約金）
その他の機材購入費 2,957,000 806,000 0 0 0 0 0

その他の機材輸送費(課税対象) 0 0 0 0 0 159000
計 2,957,000 806,000 0 0 0 0 159,000



 

添付 2-2: 実施プロセス 

評価項目 必要な情報 調査結果 
プロジェクト・マネジメント プロジェクトのマネジメント体制は適

切だったか？  
・ 中央レベルでは技官チーム（TTM）が、郡レベルでは月例会議メンバーチーム（DDM）が、プロジェクトを

運営する主体として任命され、定期的な会合において、プロジェクトの進捗を共有し、課題の解決策を練
り、今後の決定を行った。 

 モニタリング体制は適切だったか？ ・ プロジェクトで開発されたモニタリングシートに沿って、TTM によるプロジェクトのモニタリングが定期的に
行われた 

 カウンターパートの配置は適切だっ
たか？ 

・ TTM と DMMのチームメンバーの任命は問題なかったが、NFECに ASP 専任者が不在であったこと、TTM
内でチームメンバーを取りまとめる者がいなかったことが専門家より阻害要因として指摘されている。 

コミュニケーション 
 

プロジェクト内のコミュニケーションは
十分だったか？ 
 
 
 
 
 

・ ただし、NFEC の TTM はチーム内の情報共有の有効性、意志決定プロセスにおける問題を指摘してお
り、プロジェクト運営上、専門家チームと NFEC のカウンターパート間に多少のミスコミュニケーションが見
受けられる。 

・ 郡では、DDM において、月に１回、パイロット活動実施における成果や様々な問題が共有され、SS、RP、 
パートナーNGO、ASP モニターらが十分に議論できる場となった。 

・ RC レベルでの定期会合も、マザースクールと ASP クラスのコミュニケーションの強化を促した。ただし、パ
ートナーNGO と RP 間での、コミュニケーションに問題が生じた地域も見受けられた。 

 カウンターパートのプロジェクトに対
する認識は十分だったか？ 

・ 中央レベル、郡レベルともに、プロジェクトの認識は十分であったが、カウンターパートの異動のたびに、
プロジェクトへの理解とコミットメントに多少の影響を与えた。 

オーナーシップ カウンターパートのコミットメントとオー
ナーシップは十分だったか？  
 

・ 郡レベルの関係者は、パイロット活動の対象地での進捗やインパクトを実感しているため、中央レベルに
比べて、プロジェクトへのコミットメントやオーナーシップが高い。特に、ASP クラスに日常的に関わる ASP
モニター、ファシリテーター、EV などの生徒に対するケアは手厚く、オーナーシップも生まれている。 

・ パートナーNGO は、DEO とクラス関係者、コミュニティ間のカタリストとして機能した。 
能力開発のアプローチ カウンターパートの CD のアプローチ

は適切だったか？ 
・ カウンターパートの能力強化は、プロジェクトサイクルの過程でプロセスを追って育成されたものであり、プ

ロジェクト期間中ほぼ適正に行われた。 

 



 

添付 ANNEX2-3: 五段階評価 

妥当性 

評価項目 必要な情報 調査結果 
プロジェクト目標と上位目標はネパ
ールの国家政策に合っているか？ 
 

・ ネパールの School Sector Reform 2009 年３月版においては EFA 達成における ASP の重要性が明記さ
れている。 

・ EFA 国家行動計画では、2015 年までに初等教育への 100％の就学を目標設定している。 
・ 教育省の EFA コアドキュメントでは、初等教育推進のために幅広いモダリティを使うと強調しており、その

ひとつが ASP である。 
・ 初等教育を受けていない残り８％の子どもたちは、社会経済的に厳しい状況に置かれている子どもたち

であるため、正規学校への橋渡しとなる ASP の政策を推進することは妥当であると MOE、DEO、NFEC と
もに判断している。５～９歳の学校に行っていない子どもたちは、288,000 人と推定されている。 

政策の優先度  

プロジェクト目標と上位目標は日本
の ODA 政策と合っているか？ 

・ 日本政府の BEGIN は EFA の実現を謳っており、プロジェクト目標と合致している。 
・ JICA ネパール事務所のカントリープログラムは、EFA の支援を強調している。 

ターゲットグループのニーズは満た
されたか？ 

・ ニーズ・ベースト・アプローチによるプロジェクト設計が行われているため、対象グループのニーズは十
分に反映されている。 

・ カースト、人種、経済、アクセスなどの理由から正規の小学校に通うことができない子どもたちのために
ASP を提供するには、コミュニティを巻き込んだアプローチが必須であった。コミュニティ動員によって、親
や保護者の教育に対する意識を変革するとともに、コミュニティの協力によって子どもが学校に通いやす
い環境を整えた。このような CASP のアプローチは、地域のニーズに沿ったものであったといえる。 

ドナー調整は適切だったか？ 
 

・ ASP に関する UNESCO、UNICEF ら関係ドナーとの情報共有も行うとともに、EFA 達成における ASP の重
要性の理解促進を行っている。 

・ 特に、UNESCO は ASP プログラムを 2008 年より開始する際に、CASP のパイロット地域を視察し、その手
法のうち、特にマザーモニタリング・システムを適用した。 

中間評価での PDM の変更は適切だ
ったか？ 

・ 2005 年８月、2006 年２月に成果の指標等の見直し、変更を行ったがおおむね妥当である。 
・ 成果３「ネットワーキング」の指標を、事例数に設定したため、ワークショップの回数の活動実績
が指標となり、成果の発現を図るには十分といえなかった。 

プロジェクト・デザイン

ターゲット地域は適切だったか？ ・ また、モデル開発のためのパイロット地域の選定は、安全上の制約および地域の多様性への反映から妥
当であった。 

 



 

有効性 

評価項目 必要な情報 調査結果 
プロジェクト目標の達成
度  

 

プロジェクト目標は達成される
か？  

「ASP 運用ガイドライン」は完成に向かい、今後、このガイドラインを活用しながら、ASP にかかる政策提言お
よび CASP モデル普及にかかる道筋が示されるとことが期待されることから、ほぼ達成していると考えられる。 
 

*添付 2-1;プロジェクトの実績、プロジェクト目標の達成度を参照。  

成果はプロジェクト目標達成のた
めに貢献したか？  

・ CASP モデルの開発のために、成果１、２、３の設定は妥当であった。 
・ 成果１は、プロジェクトの組織制度強化チェックリストによるとほぼ達成に向かっているが、DEO、SS、RP、

ASP モニターに対する現地でのヒアリングによると、その組織化、制度化の強化が十分でないことが見受
けられた。 

・ 成果２のパイロット活動は、その活動によって計 755 人の SOP 生徒、721 人の FSP 生徒が裨益しており、
郡や村の関係者には十分に効果的であると認識されている。特に、マザースクールによるモニタリングや
コミュニティ動員、子供クラブの設立、NGO の活用などの評価が高い。パイロット対象地でない ASP クラス
との比較調査がないため、出席率や編入率に対するパイロット活動の効果について判断が難しい。 

・ 成果３のネットワーキングは、CASP モデル開発のために働いたが、モデルの普及のためのネットワーキン
グは十分とはいえない。CASP モデルを他郡に普及するための政策提言やロードマップの提示は、十分に
行われてこなかった。 

外部条件の影響を受けたか？ ・ プロジェクト実施期間にカウンターパートの異動が頻繁に起こった。特に、NFEC 所長と DEO の異動が起
こり、CASP モデルを開発するというプロジェクト目標への理解に影響を与えた。 

成果とプロジェクトも目
標の因果関係 

プロジェクト目標を達成するため
に他の貢献要因はあったか？ 

・ ASP ガイドライン策定の過程で、TTM のメンバーは NFEC の既存のガイドラインの不整合な部分や不足部
分を検討し、見直しを行うことができた。  

・ NFEC がすでに CASP モデルの普及を行った２郡での教訓も、ガイドラインの内容に反映されている。 
・ このガイドラインの作成過程では、カウンターパートが十分なイニシアチブを取り、NFEC の TTM のガイドラ

イン策定チームのもと、DEO、SS、RP、ASP モニター、ファシリテーター、および CMC、保護者、コミュニテ
ィの意見や学びが内容に反映された。 

・ また、コミュニティの状況をよく知るパートナーNGO の働きもガイドラインの策定に大きく寄与した 
・ 以上の結果、政策レベル、フィールドレベルともに有用なガイドラインが完成しつつある。 

 プロジェクト目標を達成するため
に他の阻害要因はあったか？ 

・ 2008 年より実施中の大々的な「識字キャンペーン」は、NFEC 内の ASP への人員配置においても、予算配
置においても、これまでの CASP モデル開発の妨げとなってきたが、今後も CASP モデル普及のための懸
案事項となり得る。ただし、NFEC の職員は、この「識字キャンペーン」によって、地方自治体である DDC
やVDCとの連携についての経験を積んでいるため、この経験が今後のCASPモデル普及の際の、地方で
の連携に活用できる見込みはある。 

・ プロジェクト期間中のモデル普及のための他地域への関係者への働きかけが十分ではなかった。 

 



 

効率性 

評価項目 必要な情報 調査結果 
成果の達成 成果は達成されたか？  成果１はほぼ達成の見込みである。ただし、成果２、３のターゲット地域 FSP による修了率、ネットワー

キング形成とも達成が不十分である。 
*詳しくは添付 2-1; プロジェクトの実績の「成果の達成度」を参照。 

活動は成果を生み出すのに適切だ
ったか？ 
 

成果を生み出すのに効果的だった活動は以下のとおり。 

 
<成果１：組織制度強化> 
・ NFEC、DEO、SS、RP、ASPM とファシリテーター間で政策やプログラムの共有  
・ PIM の改訂と開発 
・ SS、RP などの人材活用  
・ CASP の情報共有のための関係者間連携 
・ マザースクールによるモニタリングシステム  
・ ファシリテーターの支援研修と研修マニュアル 
・ ユニフォーム、バッグ、文具供与 
・ アクションリサーチ 
・ VEP 策定 
・ CASP のプロジェクト・マネジメントのための NFEC と DEO の能力開発 
 
<成果２：パイロット活動> 
・ EV の支援 
・ CMC 形成 
・ 子どもクラブ形成 
・ 課題授業 
・ NGO のパートナーシップ 
・ ストリート・ドラマや歌による意識向上 
 
<成果３：ネットワーキング> 
・ カトマンズとダディンでの情報交換、現地訪問  
・ ドナー間でのノンフォーマル教育活動に関する情報共有ワークショップ 
・ EFA ゴールに向けた ASP ワークショップ 
・ CASP 経験の共有と政策提言ワークショップ 

成果と活動の因果関係  

外部条件の影響を受けたか? 
 

・ シラハ郡での治安の悪化により、パイロット活動は縮小せざるを得ず、その後、日本人専門家やカウンター
パートが訪問し、フォローアップすることが不可能だった。パートナーNGO も、各郡で活動する際に、特に
村にはいるときには、治安悪化の影響を受け、活動が困難だったこともあった。 

・ 地方での選挙が長年行われておらず、議員の不在のため、プロジェクトと DDC や VDC との連携が期待し
たほどには進まなかった。 

 



 

評価項目 必要な情報 調査結果 
成果達成のために、その他の貢献
要因や阻害要因はあったか？ 

貢献要因 
・ 郡レベルでは、DEO がファシリテーターの追加報酬を、CMC 運営費、生徒への奨学金、制服、文具など

を供与した。 
・ VDC が、教室建設、トイレ建設、ファシリテーターの追加報酬などを供与した。  
・ 両親により、椅子、机、本、教室用地などが供与された。  
・ コミュニティラジオによる ASP の放送などで、コミュニティの意識が上がった。   
 
阻害要因 
・ NFEC の識字キャンペーンに優先度が与えられたため、ASP に割く予算が減少した。 
・ 学校に行けない子どもたちのマッピングは困難であった。  
・ ファシリテーターの勤務条件は厳しく、給与も低く、訓練も十分に受けることができない。ファシリテーター

の質や量の確保が困難である。 
日本側、ネパール側の投入の量と
質は適当で、タイミングよく行わ
れたか？ 

・ 日本人専門家が契約の制限により、ネパールの学年度開始時期に派遣できず、重要な時期への介入を
逃すことがあった。  

・ 中間評価以降、モデルの普及を念頭に、日本人専門家の分野や派遣期間が見直され、その後、活動は
適正に行われた。  

・ 専門家派遣期間、本邦および第三国研修における投入コストにおいて、期間、タイミング、内容等をかん
がみると効率性が低いと評価される。ただし、この案件は、提案型の PROTECO の枠組みのなかでの取り
組みであったため、案件形成と実施のプロセスのなかで、プロジェクトの枠組みや実施体制に関して、
JICA 側と受注コンサルタント側での十分な擦り合わせが行われなかったことも、効率性の低さの一因とな
っている。 

・ プロジェクト期間の延期については、治安悪化によるシラハ郡での活動が中止され、カトマンズ郡での活
動を新たに開始したことが大きな理由である。また、本邦研修および第三国研修は、治安状況によりパイ
ロット活動および組織制度強化活動などが停滞した際の代替手段として、カウンターパートの能力強化の
ために実施されたという経緯もある。 

・ 日本でのカウンターパート研修は、受託機関が実施期間と異なったため、ネパールの ASP のニーズを反
映しているものとはならなかった。  

・ 関係者からは、第三国研修員の選択の適正さが問われた。また、フィールドレベルからは、SS や RP 等へ
の第三国研修費を、ASP クラスの運営費に回してほしかったとの声があがった。 

・ ネパール側のカウンターパートは十分に配置されたが、中央の NFEC では、多くのセクションオフィサーが
運営チームに関わるものの、プロジェクトを主体的に運営する人材が欠けていた。 

投入コスト 
 
 
 

他ドナーや他のスキームとの連携
はあったか？  
 

・ プロジェクトは EMIS の開発の際に、DANIDA と UNESCO と連携しており、パイロット地域でのクラス運営の
経験を UNICEF と UNESCO に共有している。 

・ タイでの第三国研修は、DANIDA/ESAT との連携のもとに企画された。 
・ 他の教育関連の JICA 技術協力プロジェクトには、それぞれの開始に際して、ノンフォーマル教育と ASP

に関する情報を提供した。特に、ダディン郡の対象 VDC を同じとする SISM には、当 VDC で CASP が策
定支援した VEP を共有しており、この情報は SISM の SIP、VEP、DEP 支援に役立っている。 

 



 

評価項目 必要な情報 調査結果 
JCC は機能したか？ ・ JCC は機能していたが、多くの要人を同日に集めることが難しい場合が多かった。 

・ JCC は、郡での重要な関係機関である DDC をオブザーバーとして参加させていない。  
マネジメントの効率 
 
 
 
 
 
 

プロジェクトの実施チームは、効率的
に機能したか？  

・ 中央レベルでは TTM が結成され、メンバーの所長、次長、セクションメンバー間で、プロジェクトの情報は
十分に共有された。しかし、反面、リーダー的存在が欠けていたと専門家より指摘されている。TTM 側から
は、プロジェクト運営に関する決定プロセスの問題的が指摘されている。 

・ 郡レベルでは、DMM が機能的に働き、パイロット活動の進捗や問題的が定期的に交わされ、対策が講じ
られた。  

・ パートナーNGOが、パイロット活動を円滑に行うために、ASPモニター、ファシリテーター、SS、RP、DEOな
どとともに効果的にコミュニティ動員を行った。ときに、パートナーNGO と RP らとのコミュニケーションに問
題が起こることもあった。  

・ パイロット活動により、既存の ASP 実施にかかる問題点は発見されてきたが、これを解決するために、
NFEC、DOE、DDC 等関係機関を連携する取り組みがプロジェクトによって十分に促進されなかった。 

・ 中央では MOLD は JCC メンバーであったが、郡では DDC を DMM のメンバーに任命しておりず、定期的
な情報交換が行われなった。 

 

インパクト 

評価項目 必要な情報 調査結果 
上位目標達成の見込みはあるか？ NFEC の CASP モデル制度化に向けての動きは徐々に行われてはいるが、SSR においても ASP 政策にか

かる具体的な活動計画等はまだ開発されていない。今後２～３年に、1000 の ASP クラスでモデル普及が行
われる見通しはつきにくい。 
*詳しくは、添付 2-1; 「上位目標の達成度」を参照。 

上位目標の達成 

上位目標達成のために、貢献要因
や阻害要因はないか？  
 

・ SSR においても ASP 政策にかかる具体的な活動計画等はまだ開発されていない。 
・ ドナー間での、ASP の重要性やニーズに関する情報が十分に共有されておらず共通認識がまだ欠けてい

る。  
・ プロジェクト期間中に、CASP パイロット対象外の VDC や郡に、普及に向けての経験共有を十分に行って

こなかった。 

プロジェクトのインパク
ト 

ネパールの政策へのインパクトはあ
ったか？  

・ SSR の文書内には、ASP の重要性は明記してあるが、その具体的な実施計画は記されていない。 
・ しかし、CASP モデルの政策への影響として、すでに中央においては、CASP のコミュニティ動員およびマ

ザースクールによるモニタリングが ASP 政策に取り込まれ、CASP によるファシリテーター研修マニュアルも
2007 年、2008 年に全 75 郡に配布されている。 

・ また CASP モニタリングシステムが、ASP モニタリングマニュアルに適用されるなど、CASP モデル制度化に
向けての活動は徐々に行われている。 

・ 2009年２月の「CASP経験からの政策提言ワークショップ」では、CASPモデル普及のための戦略が関係機
関に対して提示されたが、それぞれの省庁は、今のところ具体的な方策を取っていない。 

・また、MOLD、パイロット対象地以外の DDC や VDC に対しての政策的インパクトは少ない。 
 



 

評価項目 必要な情報 調査結果 
ドナーへのインパクトはあったか？ ・ UNSECO は、CASP の経験を活用して、2008 年に ASP プログラムの形成を行った。また、CASP の専門家

が、UNESCO の委員会に招かれ、CASP の経験を発表した。  
コミュニティへのインパクトはあった
か？I  

・ パイロット地域のコミュニティにおいては、SOP クラスが正規のコミュニティ学校に認められたこと、SOP を終
了し、正規の小学校に編入した生徒が優秀な成績を修めているケースなどのポジティブなインパクトが生
じている。 

・ また、教育の意義に気づいた母親たちが DEO に申請し、ASP 生徒の母親のための識字教室が開催され
たり、CMC の保護者たちの申請により生徒たちの制服が DEO から支給されるなど、親や保護者のエンパ
ワーメントによるアドボカシー活動から、期待以上のインパクトも見られる。 

・ 子どもの教育の重要性を認めた親たちが、ASP 生徒の弟や妹を正規学校に入学させるケースも見られ
た。 

・ FSP の運営される都市部の地域では、他の地域から流入してきた家族間に、FSP クラスの活動を通してコ
ミュニティ既存意識が生まれたケースも見受けられている。 

・ ネガティブなインパクトとしては、CASP のパイロット地域の ASP 生徒への制服、教材、文具、かばんの支給
が、修了後も親や子どもたちの依存を生み出し続けること、生徒が正規校内に編入した際に、他の生徒が
CASP 修了生への以上の無料支給に不公平感を感じていることなどが散見された。 ただし、正規校の生
徒には認められる奨学金などが ASP 生徒には認められないこともあり、正規校生徒と ASP 生徒の間での
政府から受ける支援内容の違いから、双方にこうした不公平感が出ている。 

プロジェクト目標は上位目標達成の
ために妥当であるか？ 

・ プロジェクト目標と上位目標の間には乖離があり、開発された CASP モデルが他郡で適用されるために
は、CASP 制度化のための活動がプロジェクトにより行われなければならない。  

上位目標とプロジェクト
目標の因果関係  
 外部条件の影響はないか？ ・ NFECはすでに他の２郡への普及も試みており、CASPモデルの効果を認めているため、外部条件の影響

は少ない。ただし、NFEC は制度化に向けての戦略には欠けている。  

 

自立発展性 

評価項目 必要な情報 調査結果 

政策面  
 

プロジェクト終了後も、ネパールの教
育政策において、ASP は今後も支援
され続けるか？ 

・ SSR に ASP の重要性が明記されていることは自立発展性に寄与している。しかし、ASP および正規学校と
の連携のための政策レベルの戦略が現在教育局およびノンフォーマル教育局で協議中であるが、今後の
SOP および FSP の計画はいまだ示されていない。 

・ 地方分権化による地域のニーズを吸い取る教育計画政策 DEP、VEP、SIP システムも機能していない。 
・ 昨今では、NFEC の優先事項は、識字キャンペーンの実施であり、ASP の政策提言は行われていない。 



 

評価項目 必要な情報 調査結果 

制度・財政面 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ネパール側のCASP普及の制度と組
織体制は整っているか？ 
 
ネパール側は、活動を継続するため
の予算措置を行っているか？ 

・ ノンフォーマル教育への予算配分は教育予算の 1.6％とかなり低い上、多くは識字キャンペーンへ予算が
充てられている。 

・ このような状況の中でも、NFEC は CASP モデルの普及のための予算を申請しており、同様に CASP モデ
ルの普及に向けた教育省と地方開発省とのコストシェアリングの協議も始まる予定である。郡レベルでは、
カトマンズ郡の郡教育事務所にて、パイロット経験で得たモデルの活用を試み、５つの村に CASP モデル
の普及をすでに行っている。 

・ しかし、地方レベルでは、村落開発委員会がうまく機能していないため、ASP の村落レベルでのニーズが
VEP に反映されていない。また VEP を策定している VDC は数少ないため、DEP と VEP との連携がとられ
ていない。DEP と中央レベルの教育計画の整合性も、現状では図られていない。 

・ 郡レベルで重要な財源を有している DDC の LDO に対する働きかけは、DEO からも十分に行われていな
い。郡開発資金の 25％は社会セクター用と規定されているため、ここから、教育、学校建設の資金の供与
が可能である。 

・ プロジェクト活動から明らかになった既存の ASP の制度上の弱点は以下のとおりである。  
子どものマッピング不足、定員の不整合 
ファシリテーターの冷遇 
FSP カリキュラムの未整備 
NGO や CLC の活用不足 
RP のモニタリングの不足 
正規校に編入した ASP 生のケア不足 

技術面 ネパール側のプロジェクト関係者の
技術的能力は十分向上し、持続する
か？ 

・ CASP モデル運営における計画、予算、モニタリングにかかるカウンターパートの技術的能力は、研修や
プロジェクト実施によって向上している。NFEC は、今後、CASP モデルの普及のために、モニタリング、評
価、アクションリサーチ、ネットワーキングの能力をさらに強化したいと考えている。 

・ しかし、NFEC と DEO のモデルの普及にかかる能力は、２郡での普及で成果があまり見られなかったこと
からも、いまだ十分ではない。 

・ SS と RP は、モニタリング、データ分析、プレゼンテーションなどの能力を、第三国研修やプロジェクト実施
により強化した。しかし、プロジェクト終了後のコミットメントとオーナーシップは担当者により様々である。 

・ ASP モニターは、パイロット活動によって、ASP の生徒やファシリテーターをモニタリング指導する能力を向
上し、修了生の正規校編入後も継続的に支援を行っている。このように、フィールドレベルでの関係者の
コミットメントは高まり、パイロット活動終了後にも、そのオーナーシップが確保できえいるといえる。 

 
 
 





























































































































































 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


	付属資料
	２．評価グリッド（和文）
	３．ASPガイドライン




